　高齢者医薬品適正使用推進事業に係る地域調査一式の企画書募集要領
１　総　則
高齢者医薬品適正使用推進事業に係る地域調査一式の企画競争の実施については、この要領に定める。
２　業務内容
高齢者医薬品適正使用推進事業に係る地域調査一式の内容は、別添１「高齢者医薬品適正使用推進事業に係る地域調査一式の企画書作成のための仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおりとする。
３　事業実施期間
契約締結日から令和５年３月３１日（金）まで。
　　
４　予算額
　　複数者採択予定だが、合計額の上限は8,562千円(消費税及び地方消費税含む)
５　参加資格
（１）地域の医師会、薬剤師会等の連携の下、地域の病院、診療所、薬局等が連携してポリファーマシー対策に取り組む地域において、当該地域を代表して事業を実施する者（医師会、薬剤師会等の団体あるいは医療機関等）であること。

（２）国及び各地域の地方公共団体並びに職能団体その他の関係団体との各種調整を円滑に行うことが可能な者であること。
（３）本事業の趣旨を十分理解し、十分な調査結果を得ることが可能な者であること。
（４）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助者であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。
（５）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。
（６）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。
（７）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。
（８）その他予算決算及び会計令第73条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者であること。
（９）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員制度、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）に加入し、該当する制度の保険料の滞納がないこと。
（１０）暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出すること。
（１１）この入札の入札書提出期限の直近１年間において、厚生労働省が所管する法令に違反したことにより送検され、行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表されたものに限る。）を受けた者にあっては、本件業務の公正な実施又は本件業務に対する国民の信頼の確保に支障を及ぼすおそれがないこと。
６　仕様書対する質問受付及び回答
（１）受付先　
　　　〒１００－８９１６
東京都千代田区霞が関１丁目２番２号
　　　厚生労働省医薬・生活衛生局医薬安全対策課  担当：道家、平野、中村
 　　 ＴＥＬ　０３－５２５３－１１１１（内線２７５７）
　　　メールアドレス：douke-yoshiyuki.3y2@mhlw.go.jp
（２）受付期間
令和４年４月８日（金）まで
（３）受付方法
メールにて受け付ける。
（４）回答
令和４年４月１３日（水）までに企画競争参加者に対してメールにて行う。
※なお、オンライン説明会を令和４年３月２９日（火）１３時から実施いたします。
　説明会への参加をご希望の場合には、令和４年３月２８日（月）１３時までに下記
記載の「本件担当、連絡先」までご登録ください。
７　企画書等の提出書類、提出期限等
（１）提出書類
1 企画書
2 暴力団に該当しない旨の誓約書（仕様書の別添３）
3 経費内訳書（見積書）
業務を実施するために必要な経費のすべての額（消費税及び地方消費税を含む。）を記載した内訳書
　　 ④ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料
　　 ⑤ 類似業務の請負実績がある場合は、その実績が分かる資料
　　 ⑥ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組として、以下の認定等を受けている場合、以下の書類の写し
・女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定及びプラチナえるぼし認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書
※労働時間の基準を満たすものに限る。
・次世代法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主認定通知書
・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届
（２）提出期限等
　　　令和４年４月１８日（月）１２：００（必着）
＜提出に当たっての注意事項＞
ア　提出された成果物等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消
しを行うことはできない。また、返還も行わない。
イ　提出された企画書等は、提出者に無断で使用しない。
ウ　一者当たり１件の研究計画書を限度とし、１件を超えて申込みを行っ
た場合はすべてを無効とする。
エ　虚偽を記載した成果物は、無効とする。
オ　参加資格を満たさない者が提出した成果物は、無効とする。
カ　成果物の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
キ　（１）②の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書
に反することとなったときは、企画書等を無効とする。
８　評価の実施
（１）「高齢者医薬品適正使用推進事業に係る地域調査一式の企画書等評価項目及びその評価基準」に基づき、提出された企画書等について評価委員会において評価を行い、業務の目的に合致し、かつ評価の高い企画書等を提出した複数者を選定し、契約候補者とする。契約候補者の選定に当たっては、企画評価委員会を設置し、企画評価委員会の委員において採点の上、各委員の採点の合計点が高い者から契約候補者を選定するものとする。
なお、予算額の制約から各委員の評価総得点が６割以上であり、かつ最も高い者から予算の範囲内で順次採択を行い、予算額に達した時点で選定を終了する。各委員の採点の結果、６割に満たない企画書については不採用とする。
また、同点の場合は業務実施の整合性、現実性、独創性の項目の点が高いものから選定することとし、なお同点の場合は、委員長の採点の合計点が高い方を選定する。
仮に予算額の上限に近い額を提示した者が最も得点が高かった場合は、次点のものを採択すると予算額を超えてしまう場合には、一者のみの採択とする場合がある。
（２）評価結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。
（３）企画評価員会においては各事業者にプレゼンテーションを行ってもらう。
　　日時：令和4年4月21日（木）16時より

　　場所；中央合同省庁第5号館（仮設第4会議室）
　　　　※書面審査とする可能性あり。
　
１０　その他
（１）企画書の作成に用いる言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。
（２）詳細については仕様書に従うものとする。
